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１ 建築基準法の一部改正により耐火建築物に関する規定に適合しなければならない建

築物から除かれた３階建てで延べ面積が２００平方メートル未満の建築物について、

基準省令の一部改正に伴い、保育室等を３階に設ける場合は、これまでと同様に耐火

建築物でなければならないこととした。 

２ この条例は、公布の日から施行することした。 

◇熊本県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例

１ 心身障害者扶養共済制度の加入者が扶養する心身障害者に代わって年金の管理等を

行う年金管理者となることができない者は次のとおりとした。（第１０条関係） 

(1) 精神の機能の障害により年金の受領及び管理を適正に行うに当たって必要な認

知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

２ この条例は、令和元年１２月１４日から施行することとした。 

◇熊本県立自然公園条例の一部を改正する条例

１ 自然公園法の一部改正に伴い、利用調整地区への立入りの認定を行う指定認定機関

の欠格条項に係る関係規定を整備することとした。 

(1) 指定認定機関の指定を受けることができない者から成年被後見人及び被保佐人

を削ることとした。（第２４条関係）

(2) 心身の故障によりその認定関係事務を適確に行うことができない者として規則

で定める者は、指定認定機関の指定を受けることができないこととすることとした

（第２４条関係）

(3) その他規定の整理を行うこととした。（第２４条、第２８条関係）

２ この条例は、令和元年１２月１４日から施行することとした。 

◇熊本県流域下水道条例の一部を改正する条例

１ 条例の名称を「熊本県流域下水道事業の設置等に関する条例」に改めることとした 

２ 条例の趣旨に、地方公営企業法に基づき流域下水道事業について必要な事項を定め

ることを加えることとした。（第１条関係） 

３ 地方公営企業法に基づき、流域下水道事業を設置することとした。（第３条関係） 

４ 流域下水道事業に地方公営企業法に定める財務規定等を適用することとした。（第

４条関係） 

５ 流域下水道事業の経営の基本に関する事項を定めることとした。（第５条関係） 

６ 重要な資産の取得及び処分の基準を定めることとした。（第６条関係） 

７ 議会の同意を要する賠償責任の免除の基準を定めることとした。（第７条関係） 

８ 議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等の基準を定めることとした。（第８条

関係） 

９ 業務状況説明書類の内容等を定めることとした。（第９条関係） 

10 その他規定の整理を行うこととした。（第２条、第１０条―第２０条関係） 

11 この条例は、令和２年４月１日から施行することとした。 

12 熊本県流域下水道事業特別会計条例（昭和５７年熊本県条例第１７号）は、廃止す

ることとした。（附則第２項関係） 

◇熊本県工業用水道料金の徴収等に関する条例の一部を改正する条例

１ 条例の名称を「熊本県工業用水道管理条例」に改めることとした。 

２ 条例の趣旨を、工業用水道事業によって供給する工業用水の管理に関し必要な事項

について定めるものとすることとした。（第１条関係） 

３ 公共施設等運営権を設定するために必要な規定を整備することとした。 

(1) 公共施設等運営権の設定について定めることとした。（第９条関係）

(2) 公共施設の運営等の基準等について定めることとした。（第１０条関係）

(3) 業務の範囲について定めることとした。（第１１条関係）

(4) 利用料金について定めることとした。（第１２条関係）

４ その他規定の整理を行うこととした。（第１３条関係） 

５ この条例は、公布の日から施行することとした。 

条  例

熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例をここに公布する。

。

。
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  令和元年１０月７日
熊本県知事 蒲 島 郁 夫

熊本県条例第１４号
  熊本県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部を改正する条例
（熊本県一般職の職員等の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 熊本県一般職の職員等の給与に関する条例（昭和２６年熊本県条例第２号）の一
部を次のように改正する。

第１５条の５第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の
規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」を削る。 

第１５条の５の２第２号中「（法第１６条第１号に該当して失職した職員を除く。）
を削る。 

第１５条の６第１項中「 、 若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の

規定により失職し」を削り、同条第２項中「掲げる額」を「定める額」に改め、同項第 

１号中「、若しくは失職し」を削る。 

第１５条の１０第５項中「前４項」を「前各項」に改め、同条第６項中「当該各項に

を「これらの規定に」に改め、「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第

４項の規定により失職し」を削り、「当該各項の」を「それぞれ第２項又は第３項の規

定の」に改める。 
（熊本県職員等の旅費に関する条例の一部改正） 

第２条 熊本県職員等の旅費に関する条例（昭和２７年熊本県条例第３１号）の一部を次
のように改正する。

  第３条第３項中「第１６条第２号、第３号及び第４号」を「第１６条各号」に、「場
合には」を「ときは」に改め、同条第５項中「外」を「ほか」に、「定が」を「定めが
に改め、同条第６項中「、第４項及び前項」を「及び前２項」に改め、「。以下本条に
おいて同じ」を削り、「第４条第３項」を「次条第３項」に改め、同項第１号中「金」
を「額」に、「但し」を「ただし」に、「こえる」を「超える」に改め、同条第７項各
号列記以外の部分中「者」の次に「（その者の扶養親族の旅行について旅費の支給を受
けることができる場合には、当該扶養親族を含む。）」を加え、「金」を「額」に改め
同項第１号中「本条」を「この条」に改め、同項第２号中「相当する金」を「相当する
額」に改める。 
（熊本県職員等退職手当支給条例の一部改正） 

第３条 熊本県職員等退職手当支給条例（昭和２８年熊本県条例第５６号）の一部を次の
ように改正する。

  第６条の２中「１００分の２」を「１００分の３」に改める。
  第７条第５項第２号中「第８条第３項」を「第８条第１項第５号」に、「この項」を

「以下この項」に改め、同項第５号中「引続いた」を「引き続いた」に改める。
  第１２条第１項第２号中「（法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」を削る。

（熊本県立学校職員の給与に関する条例の一部改正） 
第４条 熊本県立学校職員の給与に関する条例（昭和２９年熊本県条例第１９号）の一部

を次のように改正する。
第１６条第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の規定

により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」を削る。 
第１６条の２第２号中「（法第１６条第１号に該当して失職した職員を除く。）」を

削る。 

第１７条第１項中「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項の規定

により失職し」を削り、同条第２項中「掲げる額」を「定める額」に改め、同項第１号

中「、若しくは失職し」を削る。 
第２１条第５項中「前４項」を「前各項」に改め、同条第６項中「、若しくは法第１

６条第１号に該当して法第２８条第４項の規定により失職し」を削る。
（熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第５条 熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和３２年熊本県条例
第４０号）の一部を次のように改正する。

  第１０条及び第１１条中「、若しくは法第１６条第１号に該当して法第２８条第４項
の規定により失職し」を削る。
（熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第６条 熊本県企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年熊本県条例第４
６号）の一部を次のように改正する。

  第１４条及び第１５条中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第
２８条第４項の規定により失職し」を削る。
（熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第７条 熊本県病院局職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２０年熊本県条例第
１１号）の一部を次のように改正する。

  第１８条及び第１９条中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第
２８条第４項の規定により失職し」を削る。 

附 則

」

」

」

、
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１ この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。ただし、第３条（熊本県職員等退
職手当支給条例第１２条第１項第２号の改正規定を除く。）の規定は、公布の日から施
行する。 

２ この条例の施行の日前に成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るた
めの関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第３７号）第４４条の規定による改正
前の地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第２８条第４項の規定により失職した
職員に係る期末手当及び勤勉手当の支給については、第１条及び第４条から第７条まで
の規定による改正後の熊本県一般職の職員等の給与に関する条例、熊本県立学校職員の
給与に関する条例、熊本県技能労務職員の給与の種類及び基準を定める条例、熊本県企
業職員の給与の種類及び基準に関する条例及び熊本県病院局職員の給与の種類及び基準
に関する条例の期末手当及び勤勉手当の支給に関する規定にかかわらず、なお従前の例
による。 

熊本県手数料条例の一部を改正する条例をここに公布する。
  令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第１５号

熊本県手数料条例の一部を改正する条例 
熊本県手数料条例（平成１２年熊本県条例第９号）の一部を次のように改正する。
別表第２６の１２備考に次のように加える。 

６ 一の申請に審査を要する建築物が２以上ある場合は、それぞれの区分に応じた
額の合計額を第２条第１項第６２５号の５の別表第２６の１２に掲げる区分に応
じた額とする。 

別表第２６の１３備考に次のように加える。
６ 一の申請において、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３０条

第１項の規定により認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画（以下この
表において「計画」という。）に記載されている建築物が２以上ある場合であっ
て、審査を要する建築物の数が１であるとき（計画に他の建築物を追加するとき
を除く。）は、当該審査を要する建築物の区分に応じた額を第２条第１項第６２
５号の６の別表第２６の１３に掲げる区分に応じた額とする。 

７ 一の申請において、審査を要する建築物の数が１である場合（計画に他の建築
物を追加する場合に限る。）は、当該建築物の別表第２６の１２に掲げる区分に
応じた額を第２条第１項第６２５号の６の別表第２６の１３に掲げる区分に応じ
た額とする。 

８ 一の申請に審査を要する建築物が２以上ある場合は、それぞれの区分に応じた
額（計画に追加する他の建築物にあっては、別表第２６の１２に掲げるそれぞれ
の区分に応じた額）の合計額を第２条第１項第６２５号の６の別表第２６の１３
に掲げる区分に応じた額とする。 

附 則
 この条例は、公布の日又は建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の一部を改
正する法律（令和元年法律第４号）の施行の日のいずれか遅い日から施行する。 

熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例をここに
公布する。 
  令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第１６号

熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例
熊本県児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年熊本県条例第７５

号）の一部を次のように改正する。 
第４４条第５項中「第２号から第８号までに掲げる基準」を「次に掲げる基準の全て」

に改め、同項第１号中「耐火建築物をいう。」の次に「以下この号において同じ。」を、 
「）をいう。）」の次に「（保育室等を３階以上に設ける建物にあっては、耐火建築物）」
を加える。 

附 則  
この条例は、公布の日から施行する。

熊本県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条
例をここに公布する。 
  令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第１７号

熊本県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正す
る条例 



令和元年(2019年)10月7日 月曜  熊 本 県 公 報 号外 第２１号００ 5 

熊本県幼保連携型認定こども園の設備及び運営の基準に関する条例（平成２６年熊本県
条例第５８号）の一部を次のように改正する。 

第８条第３項中「第２号から第８号までに掲げる要件」を「次に掲げる要件の全て」に
改める。 

附 則  
この条例は、公布の日から施行する。

熊本県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例をここに公布する。
  令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第１８号

熊本県心身障害者扶養共済制度条例の一部を改正する条例
熊本県心身障害者扶養共済制度条例（昭和５４年熊本県条例第４１号）の一部を次のよ

うに改正する。 
第１０条第２項各号を次のように改める。
(1) 精神の機能の障害により年金の受領及び管理を適正に行うに当たって必要な認知、
判断及び意思疎通を適切に行うことができない者 

(2) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
附 則  

この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。

熊本県立自然公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。
  令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第１９号

熊本県立自然公園条例の一部を改正する条例
熊本県立自然公園条例（昭和３３年熊本県条例第４５号）の一部を次のように改正する。 

 第２４条第３項第１号中「、成年被後見人又は被保佐人」を削り、同項第２号を次のよ
うに改める。 

(2) 心身の故障によりその認定関係事務を適確に行うことができない者として規則で
定める者

第２４条第３項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、同
項第２号の次に次の１号を加える。 

(3) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 
第２８条第２項中「第４号」を「第５号」に改める。

附 則  
この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。

熊本県流域下水道条例の一部を改正する条例をここに公布する。
令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第２０号

熊本県流域下水道条例の一部を改正する条例 
熊本県流域下水道条例（昭和６３年熊本県条例第３８号）の一部を次のように改正する。
題名を次のように改める。 
  熊本県流域下水道事業の設置等に関する条例 
第１条中「下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下「法」という。）及び法に基づく 

命令に定めるもののほか、」を「地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「法」 
という。）の規定に基づく流域下水道事業の設置及びその経営の基本に関する事項並びに 
下水道法（昭和３３年法律第７９号）及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の規定
に基づく」に改める。

第２条中「、法」の次に「、下水道法、地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０
３号）」を加え、「。以下「政令」という。」を削る。 

第３条中「法第２５条の１０第１項の規定に基づき、流域下水道」を「流域下水道事業」
に改める。

第１５条を第２０条とし、第１４条を第１９条とし、第１３条を第１８条とする。 
第１２条中「の各号」を削り、同条を第１７条とする。 
第１１条中「（昭和２２年法律第６７号）」を削り、「以下」を「次条及び第１８条に

おいて」に改め、同条を第１６条とする。
 第１０条中「法第２５条の１８第１項」を「下水道法第２５条の１８第１項」に、「法
第２１条第２項」を「同法第２１条第２項」に改め、同条第６号中「政令」を「下水道法
施行令」に改め、同条を第１５条とし、第９条を第１４条とする。 
 第８条中「第６条」を「第１１条」に改め、同条第２号中「以下」を「第１５条第６号
において」に、「政令」を「下水道法施行令」に改め、同条を第１３条とする。 

第７条第１号中「政令」を「下水道法施行令」に改め、同条を第１２条とする。
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 第６条中「第８条」を「第１３条」に改め、同条第３号及び第５号中「政令」を「下水
道法施行令」に改め、同条を第１１条とする。 
 第５条中「法第２５条の１８第１項」を「下水道法第２５条の１８第１項」に、「法第
７条第２項」を「同法第７条第２項」に、「第９条」を「第１４条」に改め、同条を第１
０条とし、同条の前に次の４条を加える。 

（重要な資産の取得及び処分） 
第６条 法第３３条第２項の規定により予算で定めなければならない流域下水道事業の用

に供する資産の取得及び処分は、予定価格（適正な対価を得てする売払い以外の方法に 
よる譲渡にあっては、その適正な見積価額）が７，０００万円以上の不動産若しくは動 
産の買入れ若しくは譲渡（不動産の信託の場合を除き、土地については、１件２万平方
メートル以上のものに係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは
譲渡とする。
（議会の同意を要する賠償責任の免除）

第７条 法第３４条において準用する地方自治法第２４３条の２の２第８項の規定により
流域下水道事業の業務に従事する職員の賠償責任の免除について議会の同意を得なけれ
ばならない場合は、当該賠償責任に係る賠償額が１００万円以上である場合とする。 
（議会の議決を要する負担付きの寄附の受領等） 

第８条 流域下水道事業の業務に関し、法第４０条第２項の規定により条例で定めるもの
は、負担付きの寄附又は贈与の受領でその金額又はその目的物の価額が７，０００万円
以上のもの及び法律上県の義務に属する損害賠償の額の決定で当該決定に係る金額が２
００万円以上のものとする。 
（業務状況説明書類の作成） 

第９条 知事は、流域下水道事業に関し、法第４０条の２第１項の規定により、毎事業年
度４月１日から９月３０日までの業務の状況を説明する書類を１１月３０日までに、１
０月１日から３月３１日までの業務の状況を説明する書類を５月３１日までに作成しな
ければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次に掲げる事項を記載するとともに、１１月
３０日までに作成する書類においては前事業年度の決算の状況を、５月３１日までに作
成する書類においては同日の属する事業年度の予算の概要及び事業の経営方針をそれぞ
れ明らかにしなければならない。 
(1)   事業の概況 
(2)   経理の状況 
(3)   前２号に掲げるもののほか、流域下水道事業の経営状況を明らかにするため知事

が必要と認める事項 
３ 天災その他やむを得ない事故により第１項に定める期日までに同項の業務の状況を説

明する書類を作成することができなかった場合においては、知事は、できるだけ速やか
にこれを作成しなければならない。 
第４条の見出しを「（経営の基本及び名称）」に改め、同条中「流域下水道の名称」を

「流域下水道事業の施設として設置する流域下水道の名称」に改め、同条を同条第２項と
し、同条に第１項として次の１項を加え、同条を第５条とする。 

流域下水道事業は、常に企業の経済性を発揮するとともに、公共の福祉を増進するよ
うに運営されなければならない。 
第３条の次に次の１条を加える。
（法の財務規定等の適用） 

第４条 法第２条第３項及び地方公営企業法施行令第１条第２項の規定により、流域下水
道事業に法第２条第２項に規定する財務規定等を令和２年４月１日から適用する。

附 則  
１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
２ 熊本県流域下水道事業特別会計条例（昭和５７年熊本県条例第１７号）は、廃止する。 

熊本県工業用水道料金の徴収等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。
  令和元年１０月７日

熊本県知事 蒲 島 郁 夫
熊本県条例第２１号

熊本県工業用水道料金の徴収等に関する条例の一部を改正する条例
熊本県工業用水道料金の徴収等に関する条例（昭和４９年熊本県条例第３１号）の一部

を次のように改正する。 
題名を次のように改める。

熊本県工業用水道管理条例
第１条中「料金の徴収」を「管理」に改める。 
第９条を第１３条とし、第８条の次に次の４条を加える。
（公共施設等運営権の設定） 

第９条 管理者は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平
成１１年法律第１１７号。以下この条及び第１１条において「民間資金法」という。）
第１６条の規定により、選定事業者（民間資金法第２条第５項に規定する選定事業者を
いう。以下この条及び次条第１項において同じ。）に八代工業用水道及び有明工業用水
道（以下「指定施設」という。）の運営等（民間資金法第２条第６項に規定する運営等
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をいう。以下同じ。）に係る公共施設等運営権（同条第７項に規定する公共施設等運営
権をいう。以下この条及び次条第１項において同じ。）を設定することができる。 

２ 公共施設等運営権の設定を受けようとする民間事業者は、管理者が別に定めるところ
により、申請書に次に掲げる書類を添えて、管理者に管理者が定める期間内に申請しな
ければならない。 
(1)   指定施設の運営等に関する事業計画書 
(2)   前号に掲げるもののほか、管理者が別に定める書類 

３ 管理者は、前項の規定による申請があったときは、次に掲げる基準に照らして審査を
行い、最も適切に指定施設の運営等を行うことができると認める民間事業者を選定事業
者として選定するものとする。 
(1)   事業計画書の内容が、指定施設の運営等の適正かつ確実な実施のために適切なも

のであること。
(2)   民間事業者が、指定施設の運営等を適正かつ確実に実施するために必要な経理的

基礎及び技術的能力を有するものであること。 
(3)   指定施設の安定的かつ効率的な運営等が、民間事業者の有する経営資源（設備、

技術、個人の有する知識及び技能その他の事業活動に活用される資源をいう。）、そ
の創意工夫等により十分に確保されるものであること。

（指定施設の運営等の基準等） 
第１０条 前条第１項の規定により公共施設等運営権の設定を受けた選定事業者（以下「

運営権者」という。）は、次に掲げる基準に従って指定施設の運営等を行わなければな
らない。
(1) 関係法令及びこの条例の規定を遵守し、適正かつ確実な運営等を行うこと。
(2) 指定施設を適切に維持管理し、使用者に適切なサービスの提供を行うこと。 

２ 前項に定めるもののほか、指定施設の運営等について必要な事項は、管理者が運営権
者と協議して定める。
（業務の範囲） 

第１１条 運営権者は、指定施設の運営、維持管理その他必要な業務であって、実施方針
（民間資金法第５条第１項に規定する実施方針をいう。）で定める業務を行う。
（利用料金） 

第１２条 指定施設の運営等を運営権者が行っている場合には、当該指定施設の使用者は
運営権者に指定施設の利用に係る料金（以下この条において「利用料金」という。）を
納めなければならない。 

２ 利用料金の額は、第４条の規定により算出した工業用水道料金の額と同額とする。 
３ 指定施設に係る工業用水道料金の徴収については、第３条及び第５条から第７条まで

の規定は、適用しない。
附 則  

この条例は、公布の日から施行する。

、




